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C a s h l e s s  S o c i e t y

リアルとネットが融合する決済インフラ

キャッシュレス社会

●コード決済各社が激しくシェア争い
PayPay祭りによって大きな注目を集めたスマホ
のコード決済。この波に続けとばかりに、LINEや
Origamiなど他の事業者も次々とキャンペーンを
展開。楽天は球場での完全キャッシュレス化を決
めるなど、各社による普及促進が行われている。

●10日間で500億円が動いたPayPay祭り
PayPayは支払金額の20％をキャッシュバックす
るキャンペーンを実施。当初は2019年3月末ま
でを予定していたが、開始からわずか10日間で
キャッシュバック総計が上限の100億円に達して
終了。500億円の支払いが発生したことになる。

Suicaなどの従来普及している方法に加え、スマホでのApple PayやGoogle Payがこ

の数年で登場した。さらにここへ来て、店舗側の導入コストが低くてインバウンド対応も兼

ねたコード決済が、事業者によるキャンペーン合戦の効果もあって一気に広がった。海外と

比較して日本のキャッシュレス決済比率は低く、経産省は2025年までに40％を達成する目

標を掲げて推進しており、今後もシェア争いが続くと見られる。
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S h o p p i n g  I n n o v a t i o n

小売りビジネスの新潮流

買い物革命

●店舗体験を変えるAmazon Go
レジなし店舗「Amazon Go」では、棚から好きな商品を取り、その
まま店外に出るだけで決済が完了する。その革新性は単なる省人
化や無人化ではなく、レジ決済がないことによる行列待ちの解消
と買い物体験の向上にある。

●オーダースーツのDtoCで成功
FABRIC TOKYOは、実店舗と並行して本格オー
ダースーツを注文できるDtoCを展開。自分の体形
に合ったスーツを手頃な値段でいつでも購入したい
というビジネスパーソンのニーズに応えて売上を伸
ばしている。

ECや小売りビジネスの領域で大きな変化が起こっている。メーカーが流通業者を通さずに

自社ECサイトで商品を販売する「DtoC（Direct to Consumer）」もその1つ。SNSやラ

イブコマースを駆使して消費者とコミュニケーションを取りながら柔軟にビジネスを展開する

ことが成功の鍵となる。ECで何でも手に入るいま、消費者は「誰から買うか」を重視する。

売る側にも、「顔が見えること」や個性の表現が求められている。
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D e c e n t r a l i z e d  A p p l i c a t i o n s

Web3.0をつくる分散型アプリケーション

DApps

●LINEが独自チェーンとともにDAppsも投入
LINEは独自のブロックチェーン「LINK」を構築するとともに、その
上で展開される5つのDAppsを発表。知識共有の「Wizball」、未
来予測の「4CAST」、商品レビューの「Pasha」、グルメレビューの

「TAPAS」、ロケーションSNSの「STEP」などがある。

●日本発のDAppsゲームが続々登場
ネコのキャラクターを収集する「CryptoKitties」で注目された
DAppsゲーム市場。日本からもRPGの「マイクリプトヒーローズ」
やキャラクター育成型の「くりぷ豚」などが登場している。

「イーサリアム」などのブロックチェーンでは、耐改ざん性を活かして契約をプログラム

的に実行する「スマートコントラクト」を実現している。それを利用したアプリケーションは

「DApps」と呼ばれ、対改ざん性や透明性、データの独立性（非中央集権化）といった特

徴をどう活用すべきかが模索されている。ゲームのDAppsも登場して注目が高まる一方、

利用に必要なトークン（暗号通貨）をユーザーが用意する際の煩雑さが課題になっている。

※くりぷ豚

※マイクリプトヒーローズ
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V i r t u a l  Y o u T u b e r  

エンタメとソーシャルメディアは動画隆盛に

バーチャルYouTuber

●2019年には1万を超える勢いで増加中
「バーチャルYouTuberランキング」を提供するユーザーローカルによると、
2018年12月時点で登録チャンネル数が6000を突破。このままの増加
ペースが続けば、2019年中には1万を超えるのは確実だ。

●数多くのバーチャルキャラクターが登場
バーチャルYouTuberの元祖ともいえる「キズナアイ」をはじめ、多く
のバーチャルキャラクターが誕生し、テレビやイベントなどにも出演。
他にもTBSがTwitterの動画ニュースで「いらすとキャスター」という
バーチャルアナウンサーを起用するなど盛り上がりを見せている。

YouTubeやTikTokの人気者がマスメディアに登場するなど、ネット発のタレントが市民権

を得るようになった。次の波はバーチャルYouTuberだが、この盛り上がりの背景にはアニ

メ的表現への親近感だけでなく、自己表現手段の1つとして「自身のバーチャル化」という

ニーズの顕在化があるのではないだろうか。3DやVR、音声合成といった技術面の発展は

もちろん、日本発のムーブメントとしても今後の動向が注目される。

※YouTube「A.I.Channel」より

※Twitter「TBS NEWS」より

※https://virtual-youtuber.userlocal.jp/
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D a t a  E c o n o m y

データ流通が生み出す経済圏

データエコノミー

政府や自治体によるデータ活用への取り組みは、徐々にではあるが進みつつある。政府では

「デジタルファースト法案」の検討が進んでおり、成立すると行政手続きのオンライン化や

本人確認のデジタル化による効率化や簡素化が実現される。情報銀行は、個人が自身の

情報を主体的に管理・提供して活用するための仕組み。データを利用する側である企業

の期待は高いが、情報提供の判断が個人にゆだねられることを懸念する声もある。

●個人による主体的なデータ活用を 
めざす情報銀行
個人に関するデータ流通ビジネスの活性化につな
がるとして、産業界から期待されている情報銀行。
日本IT団体連盟による事業者の認定が2019年
3月に行われて事業がスタートする予定で、すでに
三菱UFJ信託銀行などが参入を表明している。

●市区町村レベルではデータ活用の取り組みに格差
官民データ活用の基盤となるオープンデータ政策への取り組みは、都道府県
レベルでは100％を達成したものの、市区町村レベルでは大きな差が存在す
る。解消のために政府は、地域でオープンデータを推進する自治体職員の育
成に力を入れる。

※オープンデータ取組済自治体マップ（市区町村別表示）
https://www.itdashboard.go.jp/Statistics/autonomy# 100

※内閣官房 IT総合戦略室「AI、IoT時代における
データ活用ワーキンググループ」資料より
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P r i v a c y  P r o t e c t i o n

データエコノミーに向けた環境整備

プライバシー保護

購買履歴や検索履歴などの個人データは、ビジネスにおいて大きな価値を持つ。それらを

利用して莫大な収益を得ているGAFAのような巨大IT企業に対して、欧州では抵抗感が

高まっており、「デジタル課税」などが検討されている。一方、個人データに基づいてスコ

ア化してインセンティブを与えるサービスが登場している。中国では人々の行動に大きな影

響を与えるまでになっており、バーチャルスラムに陥らないための慎重さが求められる。

●個人情報に基づく評価システム「信用スコア」
個人情報や過去のサービス利用履歴データなどに基づいて個人
の信頼度を数値化する「信用スコア」が日本でも登場。新しい評
価基準として期待される一方、影響力が大きくなると社会問題に
つながる懸念もあり、慎重な扱いが求められている。

●GDPRに続いてeプライバシー規則
が登場
EUでは、2018年5月25日に施行された「GDPR」

（一般データ保護規則）に続いて、それを具体化し
補完するものとして「eプライバシー規則」が検討され
ており、近い将来の成立・施行が予想される。

※ J.Scoreの「AIスコア」

GDPR eプライバシー規則

1. 送信手段を問わずすべての個人データが対象 1. 個人データであるか否かを問わず、電子通信お
よび端末機器上の情報の完全性は対象

2. 個人データ保護の権利を定める 2. 通信のプライバシーと秘密の権利を定める

3. 市民に新しい権利を与え、企業に新しい義務
を課す

3. 通信を行うアプリやサービスが通信の傍受、録
音、聴取または盗聴することができないようにする

欧州委員会による「GDPR」と「eプライバシー規則」の違い
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5 t h  G e n e r a t i o n  N e t w o r k s

プレサービス開始で国内通信業界に改革の波

5G

米国では、2018年にベライゾンをはじめ数社が商用サービスを開始、韓国でも2018年に

3社が法人向けサービスを地域限定で開始している。中国では2019年内の商用サービス

開始を目指し、欧州では2020年までにEU加盟各国がそれぞれ1都市以上でサービスを

提供する予定となっている。日本では、2020年の本サービス開始に向けて着 と々準備が進

んでおり、東京五輪と絡めたプロモーションや活用企画で一気に展開する狙いだ。

●大手3キャリアは2019年中に  
プレサービスを提供
総務省が実施した「第5世代移動通信システムに関する公
開ヒアリング」において、NTTドコモ、KDDI、ソフトバンクの3
社は、いずれも2019年中にプレサービスを提供すると発表。
2020年には楽天も含めた4社が本格商用サービスを行うと
している。

●米ベライゾンが   
家庭向け5Gサービスを開始
米通信キャリアのベライゾンは、2018年10月1日
に世界初の商用5Gサービスとなる「5G Home」
を開始。モバイル向けではなくFTTHやケーブル
テレビなどの固定回線の代わりとして、手軽に高
速な通信環境を提供できる。

※NTTドコモの発表資料より
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L o w  P o w e r  W i d e  A r e a

IoT通信基盤として世界的に導入が進む

LPWA

通信モジュールの安さ、省電力性、利用環境の幅広さから、特にIoT分野でのLPWAの

導入が世界的に進んでいる。複数の規格が存在するが、LTEをベースにしたセルラー系と

免許不要で導入できる非セルラー系に大別される。通信事業者に限らず、手軽に導入可能

な非セルラー系は着実に成長しており、新しい技術や規格も登場している。一方、広域を

カバーできて既存の通信網を流用しやすいセルラー系は、長期的には有望視されている。

●ソニー独自のLPWA規格「ELTRES」が始動
これまで「Sony's LPWA」を呼ばれていたソニー独自のLPWA規
格の名称が「ELTRES（エルトレス）」に決定。ソニーネットワークコ
ミュニケーションズによるプレサービスを東京エリアで開始してお
り、2019年の本格始動が予定されている。

●日本での普及促進に力を入れる 
「LoRaWAN」
非セルラー系LPWA規格の1つ「LoRaWAN」は、
LoRaアライアンスを通じて普及を推進。2018年11
月には、日本国内でのLoRaWANの普及促進のた
め、世界初の国別団体である日本LoRaアライアン
ス普及開発推進協会が設立された。
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C y b e r  W a r s

政治の駆け引きがサイバー空間で展開

サイバー戦争

国際政治の動向を眺めると、サイバースペースに対する軍事的関心の高まりが見える。

フェイクニュースを用いた各国の選挙への介入をはじめ、通信機器に製造段階や配送段

階で不正な部品やプログラムを仕込むサプライチェーン攻撃の可能性なども懸念されてい

る。各国がサイバースペースそのものの安全保障やサイバーシステムを使った軍事作戦を

検討していることは明らかであり、国際規範や条約を求める動きは今後さらに強まるだろう。

●米国をはじめ各国がサイバー軍を 
設置・強化
米国は2018年5月に、それまで戦略軍の配下に
あったサイバー軍（USCYBERCOM）を統合軍に
昇格させるなど、サイバーセキュリティの強化を進め
ている。日本でも2018年12月公表の新防衛大綱
でサイバー反撃能力の強化が盛り込まれた。

●フェイク動画を作成できる 
サービスが登場

「Deepfakes web」は、ディープラーニング技術
によって人物の顔を差し替えた動画を簡単に作
成できる。技術そのものに善悪はないが、同様
のサービスやツールは多数登場しており、高度な
フェイク動画を生み出す結果になっている。

※https://deepfakesweb.com/
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I n t e r n e t  c i v i l i z a t i o n

インターネット的価値観による社会の再定義

インターネット文明

インターネットの創世記から発展に携わってきた慶應義塾大学の村井純教授は、「インター

ネットという道具によって新たな文明が生まれた」と語る。そして現在、この新たな文明と現

存の国家や社会との間で摩擦や対立が生じている。インターネットは国家が管理すべきと

する「サイバー空間主権主義」のもとに監視や規制を強める国がある一方、グローバルで

不可侵な空間としてとらえて共生・協調を図ろうとする国際的な動きも起きている。

●WIDEプロジェクトの発足から30年
1988年に複数の大学間を跨いで結成されたWIDE
プロジェクトの発足から30年が過ぎた。インターネッ
ト関連技術を日本国内に導入するうえで大きな役
割を担ってきた。村井純氏をはじめ、プロジェクトメン
バーの多くは現在も最前線で活躍している。

●IGF2018で演説を行った  
マクロン大統領
IGF2018の開幕式では、開催国であるフランスのエ
マニュエル・マクロン大統領がインターネットの課題と
その解決に向けた取り組みへの重要性を訴えるとと
もに、サイバー空間の信頼性と安全性のための宣誓
文「パリ・コール」が紹介された。

※YouTube「Internet Governance Forum (IGF)」より
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